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障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等 
に関する法律等の施行について（通知） 

 
障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成 23 年
法律第 79 号。以下「法」という。）については、平成 23 年６月 14 日に衆議院
厚生労働委員長から提出され、同日衆議院で可決、同 17 日に参議院で可決成立
し、同 24 日に公布されたところである。 
また、障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律施行
令（平成 24 年政令第 244 号。以下「施行令」という。）が本年９月 20 日、障害
者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律施行規則（平成 24
年厚生労働省令第 132 号。以下「施行規則」という。）が本日公布されたところ
である（別紙１、２参照）。 
法、施行令及び施行規則の施行期日はすべて本年 10 月１日であり、法の趣旨
及び内容については、平成 23 年６月 24 日付け社援発 0624 第３号厚生労働省社
会・援護局長通知「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関す
る法律の公布について（通知）」においてお示ししたところであるが、施行令及



 

び施行規則の趣旨及び内容は下記のとおりであるので、十分御了知の上、管内
市町村（特別区を含む。以下同じ。）をはじめ、関係機関、関係団体等に対し、
その周知徹底を図られたい。 
 

記 
 

第１ 施行令の内容 
 
１ 本則関係 
法における「使用者」とは、障害者を雇用する事業主のほかに、当該障害
者が派遣労働者である場合には、当該派遣労働者に係る労働者派遣の役務の
提供を受ける事業主その他これに類するものとして政令で定める事業主を
含むとされている（法第２条第５項）。 
これを受け、船員職業安定法（昭和 23 年法律第 130 号）における船員派
遣を受け入れる事業主を規定することとしたこと。 
 
２ 附則関係 
⑴ 施行令は、平成 24 年 10 月１日から施行することとしたこと（施行令附
則第１条関係）。 

⑵ 児童福祉法施行令（昭和 23 年政令第 74 号）及び障害者自立支援法施行
令（平成 18 年政令第 10 号）の一部を改正し、①指定障害児通所支援事業
者、指定障害児入所施設、指定障害児相談支援事業者、指定障害福祉サー
ビス事業者、指定障害者支援施設、指定一般相談支援事業者、指定特定相
談支援事業者及び指定自立支援医療機関の指定の欠格事由及び取消事由
となる「国民の保健医療若しくは福祉に関する法律」に法を加えることと
したこと（施行令附則第２条及び第３条関係）。 

⑶ 厚生労働省組織令（平成 12 年政令第 252 号）において所要の規定の整
備を行うこととしたこと（施行令附則第４条関係）。 

 
第２ 施行規則の内容 
 
１ 本則関係 
⑴ 法第２条第４項に規定する厚生労働省令で定める事業（施行規則第１条
関係） 
法第２条第４項に規定する厚生労働省令で定める事業は、児童福祉法
（昭和 22 年法律第 164 号）第６条の２第１項に規定する障害児通所支援



 

事業又は同条第６項に規定する障害児相談支援事業とすることとしたこ
と。 

⑵ 市町村からの報告（施行規則第２条関係） 
市町村は、法第 16 条第１項の規定による通報又は同条第２項の規定に
よる届出を受け、当該通報又は届出に係る事実の確認を行った結果、法第
２条第７項に規定する障害者福祉施設従事者等による障害者虐待（以下
「障害者福祉施設従事者等による虐待」という。）の事実が認められた場
合、又は更に都道府県と共同して事実の確認を行う必要が生じた場合には、
次に掲げる事項を当該障害者福祉施設従事者等による虐待に係る法第２
条第４項に規定する障害者福祉施設又は同項に規定する障害福祉サービ
ス事業等の事業所（以下「障害者福祉施設等」という。）の所在地の都道
府県に報告しなければならないこととしたこと。 
① 障害者福祉施設等の名称、所在地及び種別 
② 障害者福祉施設従事者等による虐待を受けた又は受けたと思われる
障害者の氏名、性別、年齢、障害の種類、障害程度区分（障害者自立支
援法（平成 17 年法律第 123 号）第４条第４項に規定する障害程度区分
をいう。以下同じ。）その他の心身の状況 

③ 障害者福祉施設従事者等による虐待の種別、内容及び発生要因 
④ 障害者福祉施設従事者等による虐待を行った障害者福祉施設従事者
等（法第２条第４項に規定する障害者福祉施設従事者等をいう。以下同
じ。）の氏名、生年月日及び職種 

⑤ 市町村が行った対応 
⑥ 障害者福祉施設従事者等による虐待が行われた障害者福祉施設等に
おいて改善措置が採られている場合にはその内容 

⑶ 都道府県知事による公表事項（施行規則第３条関係） 
法第 20 条の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとすることとし
たこと。 
① 障害者福祉施設従事者等による虐待があった障害者福祉施設等の種    
 別 
② 障害者福祉施設従事者等による虐待を行った障害者福祉施設従事者
等の職種 

⑷ 市町村からの通知（施行規則第４条関係） 
市町村は、法第 22 条第１項の規定による通報又は同条第２項の規定に
よる届出を受け、当該通報又は届出に係る事実の確認を行った結果、法第
２条第８項に規定する使用者による障害者虐待（以下「使用者による虐待」
という。）の事実が認められた場合、又は更に都道府県と共同して事実の



 

確認を行う必要が生じた場合には、次に掲げる事項を当該使用者による虐
待に係る事業所の所在地の都道府県に通知しなければならないこととし
たこと。 
① 事業所の名称、所在地、業種及び規模 
② 使用者による虐待を受けた又は受けたと思われる障害者（以下「被
虐待者」という。）の氏名、性別、年齢、障害の種類、障害程度区分そ
の他の心身の状況及び雇用形態 

③ 使用者による虐待の種別、内容及び発生要因 
④ 使用者による虐待を行った使用者（法第２条第５項に規定する使用
者をいう。以下同じ。）の氏名、生年月日及び被虐待者との関係 

⑤ 市町村が行った対応 
⑥ 使用者による虐待が行われた事業所において改善措置が採られてい
る場合にはその内容 

⑸ 都道府県からの報告（施行規則第５条関係） 
都道府県は、法第 22 条第１項の規定による通報、同条第２項の規定に
よる届出又は法第 23 条の規定による通知を受け、当該通報、届出又は通
知に係る事実の確認を行った結果、使用者による虐待の事実が認められた
場合、又は更に都道府県労働局と共同して事実の確認を行う必要が生じた
場合には、次に掲げる事項を当該使用者による虐待に係る事業所の所在地
を管轄する都道府県労働局に報告しなければならないこととしたこと。 
① 事業所の名称、所在地、業種及び規模 
② 被虐待者の氏名、性別、年齢、障害の種類、障害程度区分その他の心
身の状況及び雇用形態 

③ 使用者による虐待の種別、内容及び発生要因 
④ 使用者による虐待を行った使用者の氏名、生年月日及び被虐待者との
関係 

⑤ 都道府県及び市町村が行った対応 
⑥ 使用者による虐待が行われた事業所において改善措置が採られてい
る場合にはその内容 

⑹ 船員の特例（施行規則第６条関係） 
船員法（昭和 22 年法律第 100 号）の適用を受ける船員である障害者に
ついて行われる使用者による虐待に係る前条の規定の適用については、
「都道府県労働局と」とあるのは「地方運輸局その他の関係行政機関と」
と、「当該使用者による虐待に係る事業所の所在地を管轄する都道府県労
働局」とあるのは「地方運輸局その他の関係行政機関」とすることとした
こと。 



 

⑺ 厚生労働大臣による公表事項（施行規則第７条関係） 
法第 28 条の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとすることとし
たこと。 
① 使用者による虐待があった事業所の業種及び規模 
② 使用者による虐待を行った使用者と被虐待者との関係 

⑻ 法第 30 条に規定する厚生労働省令で定める施設（施行規則第８条関係） 
法第 30 条に規定する厚生労働省令で定める施設は、次の各号のいずれ
かに該当するものとすることとしたこと。 
① １日に保育する乳幼児（児童福祉法第４条第１項第１号に規定する乳
児又は同項第２号に規定する幼児をいう。以下同じ。）の数（次に掲げ
るものを除く。）が５人以下である施設であって、その旨が約款その他
の書類により明らかであるもの 
ア 事業主がその雇用する労働者の乳幼児を保育するために自ら設置
する施設又は当該事業主からの委託を受けて当該労働者の乳幼児の
保育を実施する施設にあっては、当該労働者の乳幼児の数 
イ 事業主団体がその構成員である事業主の雇用する労働者の乳幼児
を保育するために自ら設置する施設又は当該事業主団体からの委託
を受けて当該労働者の乳幼児の保育を実施する施設にあっては、当該
労働者の乳幼児の数 
ウ 地方公務員等共済組合法（昭和 37 年法律第 152 号）に基づく地方
公務員共済組合その他の厚生労働大臣が定める組合等がその構成員
の乳幼児を保育するために自ら設置する施設又は当該組合等からの
委託を受けて当該構成員の乳幼児の保育を実施する施設にあっては、
当該構成員の乳幼児の数 
エ 店舗その他の事業所において商品の販売又は役務の提供を行う事
業者が商品の販売又は役務の提供を行う間に限り、その顧客の乳幼児
を保育するために自ら設置する施設又は当該事業者からの委託を受
けて当該顧客の乳幼児を保育する施設にあっては、当該顧客の乳幼児
の数 
オ 設置者の４親等内の親族である乳幼児の数 
カ 児童福祉法第６条の３第７項に規定する一時預かり事業を行う保
育所以外の施設にあっては、当該事業の対象となる乳幼児の数 

② 児童福祉法第34条の15第１項に規定する家庭的保育事業の届出が行
われた施設 
③ 半年を限度として臨時に設置される施設 
④ 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）に規定する幼稚園を設置する者



 

が当該幼稚園と併せて設置している施設 
 
２ 附則関係 
⑴ 施行規則は、平成 24 年 10 月１日から施行することとしたこと（施行規
則附則第１条関係）。 

⑵ 以下に掲げる厚生労働省令において、利用定員を超えた利用者の受入 
を行うやむを得ない事情として「虐待」を明記することその他の所要の規
定の整備を行うこととしたこと（施行規則附則第２条から第 10 条まで関
係）。 
① 障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、
設備及び運営に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 171 号） 
② 障害者自立支援法に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び
運営に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 172 号） 
③ 障害者自立支援法に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に
関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 174 号） 
④ 障害者自立支援法に基づく地域活動支援センターの設備及び運営に
関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 175 号） 
⑤ 障害者自立支援法に基づく福祉ホームの設備及び運営に関する基準
（平成 18 年厚生労働省令第 176 号） 
⑥ 障害者自立支援法に基づく障害者支援施設の設備及び運営に関する
基準（平成 18 年厚生労働省令第 177 号） 
⑦ 児童福祉法に基づく指定通所支援の事業の人員、設備及び運営に関
する基準（平成 24 年厚生労働省令第 15 号） 
⑧ 児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に
関する基準（平成 24 年厚生労働省令第 16 号） 
⑨ 厚生労働省組織規則（平成 13 年厚生労働省令第１号） 

 
                              以上 


